
証券コード 6743
平成30年６月12日

　

株 主 各 位
　

東京都港区新橋六丁目17番 19号

代表取締役
社 長 今 井 徹

　

第72期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第72期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使すること

ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同

封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年6月27

日(水曜日)午後5時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあ

げます。

敬 具

記
　

1. 日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東京都大田区南蒲田一丁目20番20号

大田区産業プラザ３階
3. 会議の目的事項

報告事項 1. 第72期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査

人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第72期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 補欠監査役１名選任の件
　 以 上

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上のウェブサイト（http://www.daido-signal.co.jp）に掲載させていただ
きます。
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添 付 書 類

事 業 報 告
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が見られ設備投

資も持ち直し、緩やかに景気は回復しているものの、個人消費は十分な回復まで

には至らず、深刻な人手不足や原油価格の高騰等から、依然として企業を取り巻

く環境は予断を許さない状況で推移しました。

また世界経済は、先進国を中心に緩やかな回復基調が続きました。米国経済は

現政権に不透明感があるものの、個人消費は底堅く企業収益も改善するなど景気

回復が続き、ユーロ圏は堅調な景気拡大を持続し、中国は経済政策の効果により

景気減速から安定成長に向かうなど全体として緩やかな回復基調が続く一方で、

米国の保護主義的な通商政策さらには北朝鮮・シリア情勢などの地政学的リスク

が加わり、世界経済の先行きは依然として不安感を払拭できない状況が続きまし

た。

このような状況のもと、連結子会社の株式会社三工社とともに当社グループを

あげて品質管理の徹底、生産性の向上、経費の削減に努めるとともに、受注の獲

得と拡大に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は212億77百万円と前年同期比３億35百万円

（△1.6％）の減収となりました。

利益につきましては、きめ細かい生産体制の見直しを行うとともに営業活動の

効率化などに努めた結果、営業利益は12億94百万円と前年同期比90百万円（7.5

％）の増益、経常利益は16億37百万円と前年同期比96百万円（6.3％）の増益でし

たが、平成30年４月19日に「特別損失の計上に関するお知らせ」にて開示しまし

たインピーダンスボンドの一部製品に不具合が発生し、製品補修費として25億80

百万円を特別損失に計上したため、親会社株主に帰属する当期純損失は６億54百

万円（前期は11億25百万円の利益）となりました。

次に事業別にご説明いたします。

【鉄道信号関連事業】

鉄道信号関連事業につきましては、連動装置・ＡＴＳ（自動列車停止装置）・踏

切装置等のフィールド製品は増加しましたが、ＡＴＣ（自動列車制御装置）・運行

管理システム等のシステム製品及び踏切障害物検知装置・軌道回路・集中監視装

置等のフィールド製品が減少し、売上高は191億13百万円と前年同期比５億22百万
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円（△2.7％）の減収、セグメント利益は21億97百万円と前年同期比11百万円（△

0.5％）の減益となりました。

ユーザー別には、ＪＲ各社向け信号機器の売上を主体として、東京地下鉄向け

ＡＴＣ、東京臨海高速鉄道向け連動装置、大阪市交通局向けＡＴＣ、神戸市交通

局向け連動装置、ひたちなか海浜鉄道向け踏切障害物検知装置、福島交通向け継

電連動装置、阿武隈急行向け運行管理システム、伊予鉄道向け踏切装置、青い森

鉄道向け集中監視装置などが加わりました。

輸出につきましては、ベトナム向け軌道回路、ミャンマー向け電子連動インタ

ーフェース装置、シンガポール向けトランスポンダ車上装置などで売上高は３億

44百万円と前年同期比18百万円（5.8％）の増加となりました。

受注面では、軌道回路・踏切装置・リレーなどのフィールド製品などは減少し

ましたが、電子連動装置・ＡＴＣ・運行管理システムなどのシステム製品及び踏

切障害物検知装置・ＡＴＳ・集中監視装置などのフィールド製品が増加し、受注

高は217億67百万円と前年同期比24億32百万円（12.6％）の増加となりました。

【産業用機器関連事業】

産業用機器関連事業につきましては、梯子車・高所放水車制御装置・非接触耐

熱ＩＤシステム・メッキ等は減少しましたが、鉄道車両用ブレーキ自動隙間調整

器・航空機ストップバー灯システム・金型等が増加し、売上高は17億55百万円と

前年同期比１億74百万円（11.0％）の増収、セグメント利益は１億２百万円と前

年同期比67百万円（192.4％）の増益となりました。

受注面では、非接触耐熱ＩＤシステム・可塑成形などは減少しましたが、梯子

車・高所放水車制御装置・航空機ストップバー灯システムなどが増加し、受注高

は18億８百万円と前年同期比２億57百万円（16.6％）の増加となりました。

【不動産関連事業】

不動産関連事業につきましては、売上高は４億８百万円と前年同期比12百万円

（3.2％）の増収、セグメント利益は１億82百万円と前年同期比20百万円（△10.1

％）の減益となりました。
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(2) 設備投資の状況

当連結会計年度における当社グループ全体の設備投資の総額は６億17百万円で、

主な取得設備は次のとおりです。

浅川事業所 第六工場 ３億26百万円

浅川事業所 第四工場空調機更新工事 24百万円

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度中は、社債または新株式の発行等による資金調達は行っており

ません。

(4) 対処すべき課題

今後の経済見通しにつきましては、米国経済は法人減税等により企業業績が改

善するなど引き続き着実な回復基調の動きが見られ、欧州や中国などの新興国の

経済も堅調に推移する一方で、英国のＥＵ離脱問題や米中の貿易摩擦をめぐる緊

張感の高まり、さらには不安定な中東・極東情勢などの地政学的リスク等はます

ます高まっていくものと思われます。

　一方、わが国経済は、政府・日銀による金融緩和政策等により雇用・所得環境

は改善し景気回復基調が見られるものの、株式・為替市場は不安定な動きが続き、

原材料価格の高騰、深刻な人手不足問題、現政権の支持率の低下など、企業を取

り巻く環境は依然として先行き不透明な状況が続くものと思われます。

　このような状況のなか、当社グループといたしましては製品の品質向上に努め、

きめ細かい改革を実施し安定的な発展を目指してまいります。

　平成30年度は中期経営計画『PLAN 2020』を作成しました。品質のさらなる向上

と再発防止の徹底を目指し、第一に、鉄道信号の安全・安心を担うために徹底し

た品質管理の強化に取り組みます。第二に、鉄道信号コア技術の堅持と新技術へ

の挑戦に取り組みます。第三に、競争力を高めるための生産体制の確立に取り組

みます。第四に、鉄道の国際化及び海外への対応力の強化に取り組みます。第五

に、戦略営業の推進による顧客ニーズ対応力の拡充に取り組みます。第六に、企

業の永続的発展のために、従来以上に人材の育成に努めます。第七に、企業価値

向上のために株式会社三工社をはじめグループ力の向上に取り組みます。

　引き続き経営基盤の拡充・強化を目指して、着実に前進してまいる所存であり

ますので、株主の皆様におかれましては、引き続きご支援、ご指導を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 69 期

平成27年３月期
第 70 期

平成28年３月期
第 71 期

平成29年３月期

第 72 期
(当連結会計年度)
平成30年３月期

受 注 高（百万円） 23,245 21,395 20,885 23,576

売 上 高（百万円） 21,879 22,896 21,612 21,277

経 常 利 益（百万円） 1,570 2,141 1,540 1,637

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益
（△ 純 損 失）

（百万円） 1,169 1,490 1,125 △654

１株当たり当期純利益
（△ 純 損 失）

65円67銭 83円71銭 63円23銭 △36円80銭

総 資 産 額（百万円） 38,055 39,654 39,767 41,235

純 資 産 額（百万円） 20,229 21,849 23,006 22,510

　

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

当社には親会社はありません。

　

② 重要な子会社の状況

会 社 名
資 本 金
（千円）

当社の出資比率
（％）

主 要 な 事 業 内 容

大 同 電 興 株 式 会 社 20,000 100.0
鉄道信号、通信、電力設備の施工及
び保守ならびに修理

大 同 電 器 株 式 会 社 12,000 100.0 鉄道信号部品の製造及び販売

大 同 化 工 株 式 会 社 60,000 100.0
金属表面処理、可塑成形製品ならび
に金型の製造及び販売

株 式 会 社 三 工 社 450,000 54.4 鉄道信号保安装置製造販売

　

(7) 主要な事業内容

① 鉄道信号保安装置の製造及び販売ならびに工事

② 電気機器の製造及び販売

③ 金属表面処理、可塑成形製品ならびに金型の製造及び販売

④ 不動産の賃貸
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(8) 主要な営業所及び工場

会 社 名 名 称 所 在 地

大同信号株式会社

本社 東京都港区

大阪支店 大阪府大阪市

浅川事業所 福島県石川郡浅川町

大同電器株式会社 本社 福島県石川郡浅川町

大同電興株式会社 本社 東京都大田区

大同化工株式会社 本社 福島県石川郡浅川町

株式会社三工社
本社 東京都渋谷区

甲府工場 山梨県甲府市

(9) 従業員の状況

セグメント別の名称 従業員数（人）

鉄道信号関連事業 677

産業用機器関連事業 111

不動産関連事業 1

全社（共通） 62

従業員数 851

(注) 従業員数には当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者
数が含まれております。
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(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 残 高

百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,822

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,211

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 811

株 式 会 社 東 邦 銀 行 445
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 30,000,000株

(2) 発行済株式の総数 18,018,000株(自己株式226,462株を含む)

(3) 株 主 数 1,470名

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

日 本 電 設 工 業 株 式 会 社 2,095 11.78

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 875 4.92

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 840 4.73

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 821 4.61

大 同 信 号 取 引 先 持 株 会 792 4.46

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 715 4.02

日 本 リ ー テ ッ ク 株 式 会 社 655 3.69

日 新 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 555 3.12

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 544 3.06

重 田 康 光 538 3.02

(注) 1.持株比率は、自己株式（226,462株）を控除して計算しております。
2.平成29年８月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、エフエムアール
エルエルシー（FMR LLC）が平成29年８月15日現在で914千株（発行済株式総数の5.07％）を
保有している旨が記載されているものの、当社として当期末現在における実質所有株式数の
確認ができませんので、上記大株主には含めておりません。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成30年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 今 井 徹

専 務 取 締 役 宗 方 江一郎
品質管理部担当、産業機器システム部担当、産業機器
製造部担当
㈱三工社取締役

常 務 取 締 役 平 井 俊 雄 営業本部長、海外営業部長

取 締 役 保 苅 伸 一
日本電設工業㈱執行役員
日本電設信号工事㈱取締役

取 締 役 二 村 浩 一 弁護士

取 締 役 石 渡 世 紀

常 勤 監 査 役 角 山 義 博
大同電器㈱監査役
大同化工㈱監査役

監 査 役 雨 宮 募
日本電設工業㈱取締役監査等委員
日本鉄道電気設計㈱監査役
永楽電気㈱監査役

監 査 役 沼 崎 良 平 日本リーテック㈱顧問

(注) 1. 取締役のうち保苅伸一、二村浩一、石渡世紀の各氏は、社外取締役であります。
2. 監査役のうち雨宮募、沼崎良平の各氏は、社外監査役であります。
　 なお、監査役雨宮募氏は長年にわたり日本電設工業㈱財務部門での勤務経験があり、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。また、監査役沼崎良平氏は㈱
みずほ銀行、保安工業㈱、日本リーテック㈱において、財務部門及び経営管理部門での勤
務経験があり、財務及び経営管理に関する相当程度の知見を有するものであります。

3. 当社は、社外取締役二村浩一、石渡世紀の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員
として指定し、同取引所に届け出ております。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

当事業年度に係る報酬等

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役
（うち社外取締役）

６名
(３名)

83百万円
(12百万円)

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
(２名)

16百万円
(２百万円)

合 計 ９名 100百万円

(注) 上記報酬等の総額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額15百万円（取締役14
百万円、監査役１百万円）が含まれております。
　

(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼職内容 当該他の法人等との関係

社外取締役 保 苅 伸 一

日 本 電 設 工 業 ㈱ 執 行 役 員
当社は日本電設工業㈱に当社
製品の販売を行っておりま
す。

日本電設信号工事㈱ 取 締 役
当社と日本電設信号工事㈱と
の間に重要な取引その他の関
係はありません。

社外監査役

雨 宮 募

日 本 電 設 工 業 ㈱ 取締役監査等委員
当社は日本電設工業㈱に当社
製品の販売を行っておりま
す。

日本鉄道電気設計㈱

監 査 役

当社と日本鉄道電気設計㈱な
らびに永楽電気㈱との間に重
要な取引その他の関係はあり
ません。永 楽 電 気 ㈱

沼 崎 良 平 日本リーテック㈱ 顧 問
当社は日本リーテック㈱に当
社製品の販売を行っておりま
す。

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月29日 10時06分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役

保 苅 伸 一
当事業年度開催の取締役会には12回中11回に出席し、必要に
応じ、議案・審議等に発言を行っております。

二 村 浩 一
当事業年度開催の取締役会（12回）には全て出席し、必要に
応じ、議案・審議等に発言を行っております。

石 渡 世 紀
当事業年度開催の取締役会（12回）には全て出席し、必要に
応じ、議案・審議等に発言を行っております。

社外監査役

雨 宮 募
当事業年度開催の取締役会（12回）及び監査役会（13回）に
全て出席し、必要に応じ、議案・審議等に発言を行っており
ます。

沼 崎 良 平
当事業年度開催の取締役会（12回）及び監査役会（13回）に
全て出席し、必要に応じ、議案・審議等に発言を行っており
ます。

③ 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役保苅伸一、二村浩一、石渡世紀の各氏ならびに社外監査役

雨宮募、沼崎良平の各氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約の内容の概要は次のとおりであります。

・社外取締役ならびに社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠

償責任を負う場合は会社法第425条第１項の最低責任限度額を限度として、

その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役ならびに社外監査役がその

責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないとき

に限るものとする。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

東邦監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23百万円

② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき

　 金銭その他の財産上の利益の合計額
23百万円

(注) 1. 監査役会は、監査計画における監査内容・監査日数・配員体制、報酬見積の計算根拠、会
計監査人の職務遂行状況などを勘案し、検討した結果、当事業年度の会計監査人の報酬等
の額について同意の判断をいたしました。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
該事業年度に係る報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議

案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計

監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（業務の適正を確保するための体制）

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体

制」について、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりで

あります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① 取締役会は「取締役会規程」に従い、経営に関する重要事項を決定するとと

もに、取締役相互の職務執行を監視し、法令・定款違反行為を未然に防止す

る。

② 取締役の職務執行状況は、監査役会の定める監査の方針・分担に従い監査役

の監査を受ける。

③ コンプライアンスに関する最高意思決定機関として、「コンプライアンス委員

会」がコンプライアンス全体を統括する。

④ コンプライアンスの推進については、当社グループの取締役及び使用人の行

動基準である「コンプライアンス行動指針」に基づき、内部統制室が内部監

査等を通じて徹底を図る。

⑤ 取締役及び使用人には、コンプライアンスに関する疑義ある行為について、

内部統制室への通報を義務づけるとともに、内部統制室が社内相談窓口とし

て「ホットライン」を運営する。また、内部通報に係る社外相談窓口を設置

する。

⑥ 反社会的勢力に対しては、「コンプライアンス行動指針」に従い、断固として

対決し、一切の関係を遮断する。

(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社の業務執行に係るリスクについては、各部門においてリスクの洗い出し

を行い、分析・評価のうえ対策を文書化した「部門毎 業務リスク管理シー

ト」に基づき、リスクを管理する。

② 部門毎のリスク管理及び全社的なリスク管理を統括する部署を内部統制室と

し、「リスク管理規程」に基づくリスク管理体制とする。

③ 不測の事態が発生した場合には、「危機対応処理規程」に基づき、社長または

社長が命じた者を対策本部長とし、対策本部が統括して、危機管理にあたる

こととする。
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(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と

して、取締役会を原則月１回定時に開催するほか、適宜臨時に開催するもの

とする。

② 経営判断が効率的に行えるよう経営会議を原則毎月開催し、業務執行におけ

る重要事項ならびに経営戦略等について審議を行い、必要事項は取締役会に

上程する。

③ 取締役会の決定に基づく執行業務については、「組織規程」、「業務分担規程」、

「職務権限規程」において、それぞれの責任者・責任と権限等を定めている。

(4) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」、「文書保存規程」

を整備し、適切に保存・管理する。

(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

① 「子会社管理規程」に基づき、子会社の管理は担当役員が統括する体制とす

る。

② 担当役員は、子会社の経営状況の把握と円滑な情報交換のため、定期的にグ

ループ会社社長会を開催する。

③ 子会社の取締役及び監査役を当社から派遣し、子会社の業務の適正を監視で

きる体制とする。

④ 子会社にコンプライアンス管理者を置くとともに、内部統制室がグループ全

体の推進を行う体制とする。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独

立性に関する事項

① 監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。

② 監査役補助者の異動・評価等は、監査役会の同意を得たうえで行うものとし、

取締役からの独立を確保するものとする。
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(7) 監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保す

るための体制

① 取締役は、監査役が出席する取締役会・経営会議等の重要な会議において、

重要事項及び担当する業務の執行状況の報告を行う。

② 取締役は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項を発見したときは、

法令に従い直ちに監査役に報告する。

③ 取締役及び使用人は、法令・定款違反行為、当社の業務・業績に影響を与え

る重要な事項について、また内部統制室は、コンプライアンスに係る内部通

報・ホットラインの内容について、監査役に都度報告する。

④ 監査役と社長は定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換

を行う。

　 また、監査役の必要に応じて、外部の専門家（弁護士等）を活用できるよう

にする。

⑤ 監査役と会計監査人は、定期的に意見・情報交換を行うとともに、監査役は

必要に応じて会計監査人に報告を求める。

⑥ 監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保する体制とする。

⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または償還の処理については、監査役の請

求等に従い円滑に行う体制とする。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況）

当社は、上記業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運用に努め

ております。当事業年度における運用状況の概要は以下のとおりであります。

(1)コンプライアンス体制

当社各部門及び当社グループ会社にはコンプライアンス責任者を選任して、

グループ全体で行動指針に基づくコンプライアンスの推進を図っております。

さらに、内部通報体制として、社内相談窓口に加えて社外相談窓口を開設して

おります。相談窓口は、当社及び各子会社にも対応するホットラインとなって

おり、内部通報があった場合は、その結果をその都度、社内公表し、再発防止

を周知徹底することで職場管理、職場改善の向上に努めております。また、「コ

ンプライアンス委員会規程」に従い、コンプライアンスに係る事項について

「コンプライアンス委員会」を開催し検討・審議を行いました。なお、「コンプ

ライアンス行動指針」については、社員研修等に組み込み周知徹底しておりま

す。
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(2)リスク管理体制

当社は「リスク管理規程」に基づき、リスクの洗い出しを行い、「部門毎 業

務リスク管理シート」で分析・評価のうえ対策を整理しております。各部門は

リスク管理を継続的に行い、業務実態の変化に応じてシートの見直しを実行し

ました。さらに、内部統制室は部署ごとにリスク管理に対する指導ならびに周

知の徹底を図りました。また、不測の事態が発生した場合には、「危機対応処理

規程」に基づき、「当社の存続にかかわる重大な事項が発生したとき、またはお

それがあるとき」「その他重大な危機が発生したとき」には対策本部を設置して

危機管理に対応しております。

　 (3)取締役の職務執行

当社は、定時取締役会を毎月１回開催しました。取締役会では、法令または

定款に定められた事項及び経営上重要な事項の決議を行っております。また、

独立性を保持した社外取締役３名を選任し、取締役会には各取締役のほか、監

査役も全取締役会に出席し、重要な職務執行に関する意思決定を監督しており

ます。

　 (4)グループ管理体制

当社グループ会社の管理については、子会社担当役員が「子会社管理規程」

に基づき統括しており、的確な管理体制を確保しております。また、当社から

グループ会社に派遣役員として取締役ならびに監査役を派遣して、適宜提言等

を行っております。これらに加えて、グループ会社社長会ならびに子会社ごと

に決算説明会を定期的に開催し、当社の取締役及び関係部署長と意見交換を行

い、現況を把握しております。

　なお、「危機対応処理規程」に基づき、子会社において危機の発生または発生

のおそれがある事象に対して、当社と情報を共有し、迅速かつ組織的な対応を

しております。

　 (5)監査役の監査の実効性の確保

当社の監査役は、取締役会に加え経営会議、全国箇所長会議等の重要な会議

に出席するほか、業務執行に関する重要な文書を閲覧し、取締役の業務の執行

状況について確認するとともに、必要に応じて意見を述べております。

　定例の監査役会を開催している他、会計監査人及び内部統制室との情報交換

や、代表取締役と定期的な意見交換を行っております。また、内部統制室は、

監査役監査に同行するなど、監査役の業務が円滑に遂行できる体制としており

ます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 23,710,810 流 動 負 債 12,556,552

現 金 及 び 預 金 4,366,526 支払手形及び買掛金 4,374,492

受取手形及び売掛金 8,441,567 短 期 借 入 金 3,633,432

商 品 及 び 製 品 2,722,350 未 払 金 399,701

仕 掛 品 4,833,549 未 払 費 用 396,700

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,102,629 未 払 法 人 税 等 307,255

繰 延 税 金 資 産 1,144,783 賞 与 引 当 金 435,629

そ の 他 99,402 役 員 賞 与 引 当 金 6,240

固 定 資 産 17,525,120 製 品 補 修 引 当 金 2,787,355

有形固定資産 10,205,194 受 注 損 失 引 当 金 55,000

建 物 及 び 構 築 物 3,156,413 そ の 他 160,745

機械装置及び運搬具 336,061 固 定 負 債 6,168,628

工具、器具及び備品 145,667 長 期 借 入 金 705,310

土 地 6,484,645 繰 延 税 金 負 債 2,282,529

リ ー ス 資 産 49,623 退職給付に係る負債 2,022,641

建 設 仮 勘 定 32,784 役員退職慰労引当金 134,676

無形固定資産 120,938 製 品 補 修 引 当 金 162,000

そ の 他 120,938 特 別 修 繕 引 当 金 121,790

投資その他の資産 7,198,987 負 の の れ ん 559,365

投 資 有 価 証 券 6,829,082 そ の 他 180,316

繰 延 税 金 資 産 60,662 負 債 合 計 18,725,181

そ の 他 312,812 （純 資 産 の 部）

貸 倒 引 当 金 △3,570 株 主 資 本 15,985,236

資 本 金 1,500,039

資 本 剰 余 金 1,233,716

利 益 剰 余 金 13,317,653

自 己 株 式 △66,173

その他の包括利益累計額 2,521,204

その他有価証券評価差額金 2,635,664

退職給付に係る調整累計額 △114,460

非 支 配 株 主 持 分 4,004,308

純 資 産 合 計 22,510,749

資 産 合 計 41,235,930 負債及び純資産合計 41,235,930

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 21,277,057

売 上 原 価 15,603,200

売 上 総 利 益 5,673,856

販売費及び一般管理費 4,379,268

営 業 利 益 1,294,588

営 業 外 収 益

受 取 利 息 260

受 取 配 当 金 99,374

負 の の れ ん 償 却 額 279,682

そ の 他 23,074 402,392

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56,661

そ の 他 3,187 59,849

経 常 利 益 1,637,130

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 14,111

製 品 補 修 費 2,580,386 2,594,498

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 957,367

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 345,130

法 人 税 等 調 整 額 △705,936 △360,805

当 期 純 損 失 596,561

非支配株主に帰属する当期純利益 58,166

親会社株主に帰属する当期純損失 654,727

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 1,500,039 1,233,716 14,150,354 △63,214 16,820,895

当期変動額

剰余金の配当 　 　 △177,972 　 △177,972

親会社株主に
帰属する
当期純損失(△)

　 　 △654,727 　 △654,727

自己株式の取得 　 　 　 △2,958 △2,958

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

　 　 　 　 －

当期変動額合計 － － △832,700 △2,958 △835,658

当期末残高 1,500,039 1,233,716 13,317,653 △66,173 15,985,236

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,389,127 △123,133 2,265,994 3,920,084 23,006,974

当期変動額

剰余金の配当 　 　 － 　 △177,972

親会社株主に
帰属する
当期純損失(△)

　 　 － 　 △654,727

自己株式の取得 　 　 － 　 △2,958

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

246,536 8,672 255,209 84,224 339,433

当期変動額合計 246,536 8,672 255,209 84,224 △496,225

当期末残高 2,635,664 △114,460 2,521,204 4,004,308 22,510,749

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称 大同電興株式会社、大同電器株式会社、大同化工

株式会社、大同テクノサービス株式会社、株式会
社三工社

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

ロード電工株式会社

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称

ロード電工株式会社

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算

書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日と連結決算日は一致しております。

4. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法
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② たな卸資産
評価方法は原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっておりま

す。
商品及び製品、原材料及び貯蔵品・・・移動平均法による原価法
仕掛品 ・・・個別法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
(イ)リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６年～60年
機械装置及び運搬具 ４年～12年

(ロ)リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、主なリース期間は６年であります。

② 無形固定資産
定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)による定額法を採用しております。
(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連

結会計年度に見合う分を計上しております。
③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結
会計年度に見合う分を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に備えるため、会社の内規に基づく期末要支給額を計

上しております。
⑤ 製品補修引当金

製品補修に備えるため、将来の見積もり補修額に基づき計上しております。
⑥ 受注損失引当金

当連結会計年度末の契約案件のうち、当連結会計年度末において損失が見込
まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上してお
ります。
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⑦ 特別修繕引当金
不動産事業における建物大規模修繕に備えるため、将来の補修見込額に基づ

き計上しております。
(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

② 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実
性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比
例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
　なお、工事進行基準による完成工事高は905,461千円であります。

③ 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保資産
(1) 担保に供している資産

① 建物及び構築物 1,130,410千円
② 機械装置及び運搬具 189,508千円
③ 工具、器具及び備品 35,427千円
④ 土 地 4,648千円
⑤ 投資有価証券 985,359千円

(2) 担保に係る債務の金額
① 短期借入金 3,206,000千円
② 長期借入金 639,250千円
(短期借入金には１年内返済予定の長期借入金251,000千円を含む)

2. 資産から直接控除した減価償却累計額
固定資産
有形固定資産 8,495,336千円
　建物及び構築物 3,783,963千円
　機械装置及び運搬具 1,658,667千円
　工具、器具及び備品 3,018,622千円
　リース資産 34,083千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 18,018,000株

2. 配当に関する事項
① 配当金支払額

　

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 177,972 10
平成29年
３月31日

平成29年
６月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

　

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 177,915 利益剰余金 10
平成30年
３月31日

平成30年
６月29日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に鉄道信号保安装置の製造販売及び設置事業を行うための
設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。一時
的な余裕資金は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行
借入により調達しております。なお、デリバティブは行っておらず、投機的な取
引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、
市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、全てが１年以内の支払期日であります。
借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権について、営業本部が主要な取引先の状況を定期的にモニ
タリングし、取引相手先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社につ
いても、同様の管理を行っております。

② 市場リスクの管理
投資有価証券について、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況を把

握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社は、営業本部からの入金予測報告や各部署からの報告に基づき経理部が
適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれて

いません((注２)参照)。
(単位：千円)

　

連結貸借対照表
計上額(※１)

時 価
(※１)

差 額
(※１)

(1) 現金及び預金 4,366,526 4,366,526 －

(2) 受取手形及び売掛金 8,441,567 8,441,567 －

(3) 投資有価証券

　その他有価証券 6,614,985 6,614,985 －

(4) 支払手形及び買掛金 (4,374,492) (4,374,492) －

(5) 短期借入金 (3,355,000) (3,355,000) －

(6) 長期借入金(※２) (983,742) (976,510) (7,231)

(※１) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(※２) 流動負債の短期借入金に含まれる「１年内返済予定の長期借入金」を含めて表示しており

ます。

(注１) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関す
る事項
① 現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金

全て短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

② 投資有価証券
株式については、取引所の価格によっております。

③ 長期借入金
時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
(注２) 非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、投資有価証券には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都等において、賃貸用の不動産(土地を含む。)
を有しております。

平成30年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は182,608千円(賃貸
収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下の
とおりであります。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：千円)

　

連結貸借対照表計上額
決算日における時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

5,916,278 △56,493 5,859,784 5,951,383

(注) １ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２ 当連結会計年度の減少は、減価償却によるものであります。
３ 期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　
（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,040円18銭
2. １株当たり当期純損失 36円80銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月14日

大 同 信 号 株 式 会 社
　 取 締 役 会 御 中

東 邦 監 査 法 人
指定社員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 義 文 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 淳 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 石 井 克 昌 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大同信号株式会社の平成29年４月１日
から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、大同信号株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

(単位：千円)
　

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 17,178,511 流 動 負 債 10,693,036

現 金 及 び 預 金 2,091,775 支 払 手 形 1,883,158

受 取 手 形 432,314 買 掛 金 1,470,507

売 掛 金 5,978,155 短 期 借 入 金 3,355,000

商 品 及 び 製 品 2,217,578 １年内返済予定の長期借入金 275,000

仕 掛 品 4,149,397 リ ー ス 債 務 3,358

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,256,323 未 払 金 328,381

前 払 費 用 18,213 未 払 費 用 336,558

繰 延 税 金 資 産 952,567 未 払 法 人 税 等 144,248

そ の 他 82,185 前 受 金 16,679

固 定 資 産 9,906,354 預 り 金 23,278

有形固定資産 3,652,173 賞 与 引 当 金 199,041

建 物 1,909,535 製 品 補 修 引 当 金 2,600,052

構 築 物 79,208 受 注 損 失 引 当 金 55,000

機 械 及 び 装 置 227,697 そ の 他 2,771

車 両 運 搬 具 764 固 定 負 債 2,759,270

工具、器具及び備品 96,635 長 期 借 入 金 692,750

土 地 1,298,550 リ ー ス 債 務 4,198

リ ー ス 資 産 6,996 退 職 給 付 引 当 金 943,972

建 設 仮 勘 定 32,784 役員退職慰労引当金 103,036

無形固定資産 83,184 繰 延 税 金 負 債 888,045

ソ フ ト ウ ェ ア 74,082 そ の 他 127,268

電 話 加 入 権 8,896 負 債 合 計 13,452,306

そ の 他 206 （純 資 産 の 部）

投資その他の資産 6,170,995 株 主 資 本 11,414,229

投 資 有 価 証 券 4,950,721 資 本 金 1,500,039

関 係 会 社 株 式 919,952 資 本 剰 余 金 1,233,716

出 資 金 10,650 資 本 準 備 金 1,233,716

長 期 前 払 費 用 3,417 利 益 剰 余 金 8,746,646

保 険 積 立 金 186,289 利 益 準 備 金 284,250

そ の 他 102,465 そ の 他 利 益 剰 余 金 8,462,396

貸 倒 引 当 金 △2,500 別 途 積 立 金 8,807,000

買換資産圧縮積立金 572,513

繰 越 利 益 剰 余 金 △917,116

自 己 株 式 △66,173

評価・換算差額等 2,218,329

その他有価証券評価差額金 2,218,329

純 資 産 合 計 13,632,559

資 産 合 計 27,084,865 負 債 及 び 純 資 産 合 計 27,084,865
　

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 15,678,337

売 上 原 価 11,713,695

売 上 総 利 益 3,964,642

販売費及び一般管理費 3,100,904

営 業 利 益 863,738

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7

受 取 配 当 金 136,610

そ の 他 27,364 163,982

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56,459

減 価 償 却 費 37,065

そ の 他 109 93,635

経 常 利 益 934,085

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 12,766

製 品 補 修 費 2,580,386 2,593,152

税 引 前 当 期 純 損 失 1,659,067

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 146,254

法 人 税 等 調 整 額 △674,256 △528,002

当 期 純 損 失 1,131,065

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月29日 10時06分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)
　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

買換資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,500,039 1,233,716 1,233,716 284,250 8,207,000 576,356 988,078 10,055,685

当期変動額

剰余金の配当 　 　 － 　 　 　 △177,972 △177,972

当期純損失(△) 　 　 － 　 　 　 △1,131,065 △1,131,065

自己株式の取得 　 　 － 　 　 　 　 －

別途積立金の積立 　 　 － 　 600,000 　 △600,000 －

買換資産圧縮
積立金の取崩

　 　 － 　 　 △3,842 3,842 －

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

　 　 － 　 　 　 　 －

当期変動額合計 － － － － 600,000 △3,842 △1,905,195 △1,309,038

当期末残高 1,500,039 1,233,716 1,233,716 284,250 8,807,000 572,513 △917,116 8,746,646

　
　

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △63,214 12,726,226 2,025,093 2,025,093 14,751,320

当期変動額

剰余金の配当 　 △177,972 　 － △177,972

当期純損失(△) 　 △1,131,065 　 － △1,131,065

自己株式の取得 △2,958 △2,958 　 － △2,958

別途積立金の積立 　 － 　 － －

買換資産圧縮積立
金の取崩

　 － 　 － －

株主資本以外の項
目の当期変動額
(純額)

　 － 193,235 193,235 193,235

当期変動額合計 △2,958 △1,311,996 193,235 193,235 △1,118,761

当期末残高 △66,173 11,414,229 2,218,329 2,218,329 13,632,559
　

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切り下げの方法)によっております。
① 商品及び製品、原材料及び貯蔵品・・・移動平均法による原価法
② 仕 掛 品 ・・・個別法による原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
① リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物
附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ６年～38年
機械及び装置 ７年～12年

② リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、主なリース期間は５年であります。

(2) 無形固定資産
定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)による定額法を採用しております。
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3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度に見合う分を計上しております。
(3) 退職給付引当金

・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額
をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。

・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異
なります。

(4) 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に備えるため、会社の内規に基づく期末要支給額を計上

しております。
(5) 製品補修引当金

製品補修に備えるため、将来の見積もり補修額に基づき計上しております。
(6) 受注損失引当金

当事業年度末の契約案件のうち、当事業年度末において損失が見込まれるもの
について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。
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4. 収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高は905,461千円であります。

　

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

― 33 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月29日 10時06分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



（貸借対照表に関する注記）
1. 関係会社に対する短期金銭債権 124,408千円
2. 関係会社に対する短期金銭債務 437,459千円
3. 資産から直接控除した減価償却累計額

固定資産
有形固定資産 4,408,289千円
　建 物 1,169,214千円
　構 築 物 98,528千円
　機械及び装置 1,036,503千円
　車両運搬具 11,019千円
　工具、器具及び備品 2,084,472千円
　リース資産 8,551千円

4. 担保に供している資産
(1) 建 物 1,051,201千円
(2) 構 築 物 79,208千円
(3) 機械及び装置 189,508千円
(4) 工具、器具及び備品 35,427千円
(5) 土 地 4,648千円
(6) 投資有価証券 985,359千円

担保に係る債務の金額
(1) 短期借入金 2,955,000千円
(2) １年内返済予定の長期借入金 251,000千円
(3) 長期借入金 639,250千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引(収入分) 196,448千円
営業取引(支出分) 2,148,471千円
営業取引以外の取引(収入分) 79,950千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 226,462株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳
（繰延税金資産）

流動資産
　賞与引当金 60,906千円
　社会保険料 9,540千円
　製品補修引当金 795,615千円
受注損失引当金 16,830千円

　事業税 15,326千円
　たな卸資産廃棄損否認 25,197千円
　その他 29,149千円
　計 952,567千円
固定資産
　退職給付引当金 288,855千円
　役員退職慰労引当金 31,529千円
　減価償却限度超過額 17,943千円
　減損損失 1,726千円
　その他 19,083千円
　評価性引当額 △16,639千円
　繰延税金負債（固定）との相殺 △342,499千円
　計 －千円
繰延税金資産合計 952,567千円

（繰延税金負債）
固定負債
　その他有価証券評価差額金 △978,110千円
　買換資産圧縮積立金 △252,434千円
　繰延税金資産（固定）との相殺 342,499千円
繰延税金負債合計 △888,045千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
（単位：千円）

種 類
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引
内容

取引
金額

科目 期末残高

主要株主
(法人)

日本電設工業
株式会社

被所有
直接
11.92％

当社製品の

販売

役員の兼任

鉄道信号
製品の販
売

537,309
受取手形
売 掛 金

125,572
210,134

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 価格その他の取引条件は、市場価格を勘案し、一般取引条件と同様に決定しております。
(注２) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 766円24銭
2. １株当たり当期純損失 63円57銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月14日

大 同 信 号 株 式 会 社
　 取 締 役 会 御 中

東 邦 監 査 法 人
指定社員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 義 文 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 淳 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 石 井 克 昌 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大同信号株式会社の平成29年４
月１日から平成30年３月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　 ア．取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子
会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

　 イ．事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　 ウ．会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基
準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

ア．事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

イ．取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

ウ．内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成30年５月15日

大同信号株式会社 監査役会
常勤監査役 角 山 義 博 ㊞

監査役 雨 宮 募 ㊞

監査役 沼 崎 良 平 ㊞
(注) 監査役雨宮募及び監査役沼崎良平は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める

社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

　議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当及び剰余金の処分につきましては、安定的な配当の継続と内

部留保にも意を用い、当期の業績等を勘案いたしまして以下のとおりといたし

たいと存じます。

1. 期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき10円

総額 177,915,380円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

平成30年６月29日

2. 剰余金の処分に関する事項

(1) 増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 1,300,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目及びその額

別途積立金 1,300,000,000円
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件

本総会の開始の時をもって、平成29年６月29日開催の第71期定時株主総会に

おいて選任いただいた補欠監査役田嶋憲章氏の選任の効力が失効しますので、

改めて、監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役

１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案の提出に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
　

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社の
株式の数

田
た

　 嶋
じま

　 憲
のり

　 章
あき

(昭和23年５月23日生)

昭和46年４月 日本電設工業㈱入社

－株

平成元年５月 同社中央支店送電線支社工事第二課長

平成７年10月 同社電力支店送電線部副部長

平成12年４月 同社鉄道統括本部送電線支社長

平成16年６月 同社鉄道統括本部鉄道工事推進部長

平成17年４月 同社鉄道統括本部交通事業部長

平成20年６月 同社執行役員本店事業開発本部長

平成24年６月 ＮＤＫ総合サービス㈱常務取締役商事事業

本部長

平成28年６月 アイ電気通信㈱東京支店長

平成28年11月 同社常務取締役東京支店長（現任）
　

(注) 1. 補欠監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 田嶋憲章氏は、補欠の社外監査役候補者であります。同氏は、長年にわたり日本電設工業

㈱鉄道部門での勤務経験があり、鉄道に関する相当程度の知見を有し、専門的な知識、経
験等を当社の監査体制にいかしていただくため、補欠の社外監査役候補者として選任をお
願いするものであります。

3. 田嶋憲章氏が社外監査役に就任した場合、当社定款第37条の定めるところにより、当社は
同氏との間で、責任限定契約を締結する予定であります。その契約の概要は、次のとおり
であります。

　 ・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は会社法第425条
第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

　 ・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務の遂行に
ついて善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

以 上
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株主総会会場のご案内図
　

場 所 東京都大田区南蒲田一丁目20番20号
大田区産業プラザ３階
電話03（3733）6600

　

　

［交通のご案内］
◇京浜急行線「京急蒲田駅」東口より徒歩３分
◇ＪＲ京浜東北線「蒲田駅」東口より京浜急行バス
　・蒲31系統 羽田空港第１ターミナル行「京急蒲田駅」下車すぐ
　・蒲35系統 東糀谷六丁目行「京急蒲田駅」下車すぐ
　・蒲36系統 森ケ崎行「京急蒲田駅」下車すぐ

　

※駐車場のご用意はございませんので、公共の交通機関をご利用願います。
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